
父母の離婚後の子の養育に関する民法等改正法の施行準備のための関係府省庁

等連絡会議幹事会（第４回会議）議事概要 

 

 

第１ 日 時 令和７年６月３０日（月）午前１１時 

第２ 場 所 ウェブ会議の方法による開催 

第３ 議 事 （次のとおり） 

 

○法務省民事局 

関係府省庁等連絡会議幹事会、第４回会議を開催させていただきます。 

本年４月２２日の第３回会議に引き続きまして、本日も、関係府省庁等相互

間の密接な連携・協力を確保するための意見交換をお願いします。 

本日の会議でも、法務省民事局において司会進行をさせていただきます。 

本日の議題は、お配りしている議事次第に記載のとおり、「１．Ｑ＆Ａ形式

の解説資料について」、「２．施行準備に向けた関係府省庁等のこれまでの取組

や今後の取組予定についての情報共有」でございます。相互に関連するため、

合わせて協議させていただくこととし、まずは全体について御説明いたします。 

まず、議題１のＱ＆Ａ形式の解説資料についてです。 

Ｑ＆Ａ形式の解説資料については、皆様におかれましては、会議間の検討、

調整等いただき感謝申し上げます。 

本日時点で、一定数のＱ＆Ａについて、幹事会として取りまとめることがで

きる状況に至ったものと認識しております。本日お配りしておりますＱ＆Ａに

ついては、事前に調整済みのものですけれども、もし、本日までの間に更に検

討が進んだような点があれば、御紹介いただければと思います。 

今回のＱ＆Ａは【民法編】として取りまとめるものでありますが、民法の関

係でも、引き続き検討を行っている論点がございます。また、それとは別に、

行政手続・支援に関する論点についても、皆様と連携して検討を進めていると

ころでございます。今回一定数のＱ＆Ａを公表することができる状況に至りま

したが、引き続き、解説資料の充実に向けて取り組むことが予定されておりま

すので、皆様と連携を継続していきたいと考えております。よろしくお願いい

たします。 

Ｑ＆Ａ形式の解説資料に関しては、後ほど今後の取組について御報告いただ

けることがあれば、その点も情報共有いただければと思います。 

議題２の施行準備に向けた関係府省庁等のこれまでの取組や今後の取組予

定についての情報共有についてです。 

前回会議後の法務省民事局の取組について、まず御紹介させていただきます。 



法務省では、引き続き、改正法に関する講演をさせていただくなど周知・広

報に取り組んでいるほか、関係府省庁等や、関係団体との協議・調整を行って

おります。 

周知・広報については、本日取りまとめ予定のＱ＆Ａ形式の解説資料等を活

用した更に効果的な在り方を検討しているところです。また、本改正法につい

ては、国際結婚の当事者等、外国人の関心も高いということで、この幹事会の

方でも外務省から御提案いただいたところでありますが、既に公表している概

要資料の英訳に加えて、皆様の御協力も得て作成したパンフレットの英訳版も

公表することにいたしました。本日、参考までに配布させていただいておりま

すけれども、こちらも近日中に公表予定です。現在、最終確認中のものである

ため、お取扱いには御留意いただきたいと思います。 

前回御紹介いたしました、法務省における令和７年度の２つの調査研究につ

いては、本格的に始動し次第、皆様には御協力をお願いすることとなると思わ

れます。その際には、ご協力をお願いいたします。 

以上、法務省民事局からの御説明になります。 

続きまして、法務省司法法制部の方から、ＡＤＲに関して御説明いただける

と聞いておりますので、お願いいたします。 

○法務省大臣官房司法法制部 

法務省司法法制部では、ＡＤＲの認証制度を所管しております関係で、改正

民法下で、共同養育計画の作成ですとか、共同親権行使に関する取決めをする

場面で、民間ＡＤＲが適切に活用される仕組みづくりを目指しております。民

間ＡＤＲでは土日や夜間に対応が可能であったり、ウェブ会議やチャット等オ

ンラインで手続を行うことができる機関がございますので、平日日中に忙しく

している方々をサポートするという意味で有用であると考えております。話合

い、あっせん、調停は、弁護士、調停委員、元家裁調査官、カウンセラー等が

行っておりますし、弁護士以外が話合い、あっせんする場合も、法的な問題に

ついて弁護士に相談できる体制になっていることが認証の要件になっており

ますので、適切な合意形成が制度的にも担保されております。ＡＤＲで離婚後

引き続いて親子交流支援を行っている機関などもございますので、共同親権下

で離婚後の子の養育について継続的にサポートすることが可能と考えており

ます。また、一般に手続が柔軟で早期の合意形成が可能ということになってい

ますので、子の問題で急ぎ協議を要する場面でＡＤＲを活用してもらえればと

思っております。 

法務省の取組ですが、日弁連と共同しまして、最高裁等の御協力をいただき

ながら、各地の弁護士会が実施する弁護士会ＡＤＲと認証ＡＤＲをあわせて

「民間ＡＤＲ」として、子を巡る問題を解決する際の適切な選択肢として提示



されるような仕組みづくりをしていきたいと思っております。ここに記載して

おりますように、ウェブ、オンラインでの情報連携というところを中心に行っ

てまいりますが、相談機関である法テラスや各地の自治体窓口とも連携させて

いただいて、家裁の調停や弁護士に委任しての交渉以外のとり得る選択肢とし

て民間ＡＤＲを知っていただけるように取り組んでまいりたいと思います。御

協力をお願いすることがあるかと思いますが、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○法務省民事局 

ありがとうございました。そのほかに皆様の方から、何か御報告、御意見等

いただけるところありますでしょうか。 

○内閣府 

男女共同参画局です。 

簡潔に申し上げたいと思います。Ｑ＆Ａ形式の解説資料でありますけれども、

国会における審議等も踏まえてＤＶの被害を受けている方、その支援を行う

方々なども含めて、不安や疑問に応えるものにしていくという考えのもとで作

成したものと承知しております。今日までの法務省さんの取りまとめの御尽力

にまず感謝申し上げたいと思います。また、内閣府といたしましても、このＱ

＆Ａ、公表されましたら、パンフレットや解説動画とあわせて活用いたしまし

て、引き続き改正法の趣旨・内容の周知などに取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

今月１０日に、私どもが取りまとめて政府全体で決定した、女性活躍・男女

共同参画の重点方針 2025 についても紹介させていただきます。 

この重点方針 2025 では、民法等改正法の円滑な施行のため、法務省及び関

係府省が連携し、配偶者への暴力を防ぎ、被害者の保護や支援に係る施策を含

め、子の利益を確保する観点から必要な施策の充実に取り組むこと、でありま

すとか、今般の改正により、配偶者からの暴力の被害者の避難や被害者の支援

を行う関係機関等の活動に支障が生ずることがないよう、その正確な趣旨や内

容について、引き続き適切な周知を図ることを関係各省庁の施策として盛り込

んでおります。この重点方針 2025 の実施の観点からも、円滑な施行に向けて

の取組を引き続きよろしくお願いしたいと思います。内閣府としても引き続き

取り組んでまいりたいと思います。私からは以上です。 

○法務省民事局 

ありがとうございました。今回の通常国会におきましてもＤＶ関連の御質問

を多くいただいておりまして、そのあたりもＱ＆Ａに盛り込ませていただいた

つもりでおります。 

○文部科学省 



まずはここまでの取りまとめ、大変ありがとうございました。内容がどんど

ん充実していっていると思っております。その上で、冒頭の御説明でも触れて

いただいたかと思いますけれども、まだこの民法編のＱ＆Ａにおいても調整中

の事項もありますので、それについては、学校現場で適切な対応がなされるよ

うに調整してまいりたいと思いますので、引き続き連携のほどよろしくお願い

いたします。 

あと質問にもなるのですが、そういったＱ＆Ａの事項が追加となった場合、

今お示しいただいているようなＱ＆Ａが改訂されていく形になるのでしょう

か。 

引き続き文科省としては、学校という、今回の法律の施行において重要な場

面になり得るものでございますので、円滑に対応がなされるよう法の趣旨等を

周知してまいりたいと思いますので、引き続き連携のほどよろしくお願いいた

します。 

○法務省民事局 

ありがとうございます。引き続きの御協力よろしくお願いいたします。 

御質問いただいた点ですけれども、民法編につきまして、改定される部分に

つきましては、改定部分が分かるような形でホームページに載せたいと思って

おります。行政編は行政編でまた別途取りまとめができれば載せるということ

になります。いずれにせよ、変わった部分、追記された部分が分かるようには

した上で載せたいと思っております。 

そのほかの皆様はよろしいでしょうか。 

それでは、今回の会議におきましては、それぞれ御報告のとおり、各庁のお

取組状況を共有させていただきました。また、Ｑ＆Ａ形式の解説資料の民法編

につきましては、現時点で取りまとまったものを公表させていただければと思

います。事前の御検討、御調整等においては、いろいろと御無理を申し上げま

したけれども、本当にありがとうございました。 

先ほど申し上げましたとおり、Ｑ＆Ａ形式の解説資料については検討を継続

していきますので、引き続き、連携をお願いいたします。今後も、関係府省庁

等相互間の密接な連携・協力を確保するために意見交換を継続していきたいと

思います。 

本日も、円滑な議事進行での御協力に感謝申し上げます。本日の会議は以上

とさせていただきます。 


